
第１号様式－①（第８関係） ※本様式は租税特別措置法第９１条の３第２項に基づき印紙税が非課税である 

介護福祉士修学資金貸付申請書 

       年     月     日 

社会福祉法人三重県社会福祉協議会会長 様 

 

同意事項（裏面記載）に同意のうえ、下記のとおり介護福祉士修学資金の貸付を受けたく申請します。 

貸付希望種別 介護福祉士 
貸付番号及び貸付開始年月※事務局記入 

 K 令和    年    月 

養成施設名 
 

第   学年 入学年月      年      月 

フリガナ  生 年 月 日 

氏  名                         
年    月    日生 

（     歳） 

 

介護福祉士修学資金の貸付を次のとおり申請します。 

住所及び 

電話番号 

〒     －   

 

自宅（   ）     －      携帯        －        －     

本人の履歴 

学 歴 職 歴 

  年     月中学校卒      年      月 

  年     月      年      月 

  年     月      年      月 

借用希望 

期間・金額 

  年    月から      年    月まで  （月額          円） 

        か月分   計                円 

□入学準備金（初回貸付時限り）                円(上限 20万円) 

□就職準備金（最終貸付時限り）                円(上限 20万円) 

□国家試験受験対策費用（単年度当たり 40,000円／在学時２年間のみ） 

                                    円 

総 合 計                           円 

他の貸付金・奨学金等の 

利用状況※① 

□受けている □受けていない  

名  称                              

利用期間     年   月～    年    月まで 

利用金額 月額     円×   ヵ月＝      円 

現在の状況  申請中   利用中   返済中  その他（         ） 

卒業後の希望就職先※② 第一希望 第二希望 

※① 生活福祉資金(教育支援資金、技能習得費)、（独）日本学生支援機構の奨学金、母子・父子・寡婦福祉

資金(修学資金)、日本政策金融公庫(国の教育ローン)などが該当します。高等教育の修学支援制度

(日本学生支援機構給付型奨学金＋養成校における授業料等減免)の対象者は必ずそちらを優先利

用してください。 

※② 施設の種別等を記入してください。 

 (表)



連 帯 保 証 人 

   年     月     日 

表面の申請者は、下記の者を連帯保証人として申請します。 

フリガナ  性  別  

氏  名     生年月日 
  年     月    日生

（      歳） 

申請者との

関     係 
 家 族 数  

現 住 所 
〒   － 

 

電  話 自宅（   ）  －     携帯   －    －     

勤 務 先  

雇用形態 
□正社員         □契約社員         □派遣社員         □公務員 

□個人事業主     □法人経営者       □その他［            ］ 

職  種  個人年収             円 

■申請に当たっての留意ならびに同意事項 

１ 申請者は、この貸付申請書の記載事項が真実かつ正確であることを誓約します。 

２ 申請者は、本資金の関係法令および社会福祉法人三重県社会福祉協議会介護福祉士修学資金等貸付

実施要綱に従います。 

３ 申請者は、貸付申請書の記載事項および添付書類の事実確認を行うことに同意します。 

４ 申請者は、貸付が決定した後、申請者の状況に変化があった場合は、ただちに三重県社会福祉協議会に

届け出ます。 

５ 申請者は、在学、就労、資格合否等、必要な情報を把握するため、三重県社会福祉協議会が申請者に報

告を求めることに同意します。 

 

■申請書に添付する書類 

１ 推薦書（第４号様式－①） 

２ 誓約書（第５号様式） 

３ 国家試験受験誓約書（第６号様式） 

４ 個人情報の取扱いに関する同意書（第７号様式） 

５ 進学又は在学を証明する書類（合格通知書・在学証明書などの養成施設の長が発行する証明書） 

６ 世帯全員の住民票（マイナンバーと住民票コード以外のすべてが記載されたもの） 

７ 直近の学業証明書 

８ 世帯の所得等に関する調書（別添所定様式） 

９ 住民票に記載された全員の所得・課税証明書 

※住民票に記載されていなくても同一生計者ならば「所得・課税証明書」が必要 

10 生活費加算を希望する場合は、福祉事務所長等が発行する生活保護受給証明書または生活保護受給

世帯に準ずる経済状況であることが確認できる書類 

11 その他会長が定める必要とする書類 

12 連帯保証人は、 

①直近の「所得・課税証明書」（※上記９に含まれる場合は不要）  

②住民票（マイナンバーと住民票コード以外のすべてが記載されたもの ※上記６に含まれる場合は不要） 

③運転免許証等の公的機関が発行する顔写真付の身分証明書の写し。 

ただし、法人による保証の場合は、連帯保証人引受承諾書（第２８号様式）及びその添付書類 

 

 

（裏） 



第４号様式－①（第８・第２６関係） 

推 薦 書（新規・継続） 

    年     月     日 

社会福祉法人三重県社会福祉協議会会長 様 

 

所在地 

電 話 （     ）   － 

名 称 

代表者氏名                   □印 

下記の者は、介護福祉士修学資金の貸付を受ける者として適当であると認められるので推薦いたします。 

 

【推薦順位：第     位 ／   人中】 

学 校 名  課 程 名  

フリガナ  在 学 年 第     学年 

氏  名  生年月日 年    月    日(  歳) 

入学年月 年     月 卒業予定年月 年      月 

学力評価 

区分  学力基準の内容（該当する項目ひとつに〇を付けてください） 該当に○ 

Ａ 
a １年生の場合、出身学校最終２ヵ年の成績が平均３．２以上  

b ２年生以上の場合、前年度の学業成績が上位１/３以上  

Ｂ 

a 高等学校又は前年度における学業成績が平均水準以上  

b 特定の分野において優れた資質能力を有する   

c 修学に意欲があり学業を確実に修了できる見込みの者  

Ｃ   上記のいずれにも該当しない者  

健康状態 

① 学内等での健康診断の結果、修学に十分耐えうるものと認められた者 □適 □不適 

② 卒業後、修学資金の指定施設において介護・相談援助業務を十分行うことがで

きると見込まれる者 
□適 □不適 

健康上の特記事項（任意記入）  

家計・家庭の

状況等 

① 申請者を独立生計者として扱う場合の所見 

② その他特記事項（任意記入） 

その他の 

特記事項 

（申請者の人物評価等その他推薦事項：任意記入） 

留学生の 

収入見込み 

（在学中） 

アルバイト       月額              円 ※左記の金額は、学生本

人に確認のうえ、ご記入く

ださい。 母国からの仕送り  月額              円 

※推薦順位は審査の参考とさせていただきますのでご了承ください。 

※２年次以上の在学生を新規に推薦する場合は、その他の特記事項（任意記入）欄へ理由を記載してく

ださい。記載しきれない場合は、別紙（様式任意）に記入してください。  



第５号様式（第８関係） 

誓  約  書 

 

   年   月   日 

 

社会福祉法人三重県社会福祉協議会会長 様 

 

 

社会福祉法人三重県社会福祉協議会介護福祉士修学資金等貸付実施要綱に定める趣旨に

従い、三重県内の社会福祉施設等における指定業務等に従事することを誓約します。 

 

フリガナ  

氏 名  

生年月日       年       月      日生  （      歳） 

住 所 

〒     － 
 
 

電話番号 自宅（      ）      －       携帯      －       －      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第８関係） 

国家試験受験誓約書 

 

   年      月     日 

 

社会福祉法人三重県社会福祉協議会会長 様 

 

 

令和     年度の介護福祉士国家試験を受験することを誓約します。 

 

フリガナ  

氏 名  

生年月日      年      月      日生  （   歳） 

住 所 

〒     － 
 
 

電話番号 自宅（    ）    －     携帯    －     －      

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第８関係） 

個人情報の取扱いに関する同意書 
１ 利用目的 

社会福祉法人三重県社会福祉協議会 介護福祉士修学資金等貸付事業（以下、「本事業」という）

の円滑な実施のため、貸付･償還の状況について正確に把握することを目的とします。 
 

２ 取得について 

本事業の貸付に際して、必要な情報のみを、適法かつ適正な方法により取得するものとします。 
 

３ 利用について 

個人情報は、利用目的の範囲内で本事業担当者が取扱います。ただし、事業の目的を達成するた

めに必要な範囲において、貸付審査等運営委員会、県内外の養成施設、借受人の業務従事先、県内

外の福祉関係機関(福祉施設・事業所含む)、公共職業安定所、警察その他行政機関等の外部に対し

て個人情報を提供し、また取得します。 
 

４ 本事業目的以外への利用および第三者への提供について 

 取得した個人情報は、本人の同意なく、目的以外への利用、および上記「３．利用について」におい

て示した外部への提供を除き、第三者へ提供することは致しません。 

 ただし、下記の場合には、同意を得ることなく、目的以外の利用、第三者への提供をすることがあり

ます。 

・弁護士法に基づいた弁護士による照会に回答する場合 

・火災･災害など緊急時で、人の生命・身体、財産の保護のために必要がある場合 

・税務署からの照会、警察・検察からの捜査協力依頼、生活福祉資金等の貸付に係る他の都道府県

社会福祉協議会からの照会などで、本人に知らせることでその事務に支障を及ぼすおそれがあ

る場合 
 

５ 管理について 

取得した個人情報は、書面及びシステムで管理・利用し、漏えい・き損のないように努めます。 

システムの保守を委託している業者とは、個人情報の保護について定めた条項を含む契約を締結

しています。 
 

６ 本人への開示について 

 本事業で管理している個人情報については、貸付時の借受人と債務関係者に対して、本人確認を

したうえで開示します。 

 ただし、開示によって本人又は第三者の権利・利益を害するおそれがある場合や、本会事業の適正

な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合などには、開示しません。 

 

三重県社会福祉協議会 会長 様 
 

私は、上記個人情報の取扱いについて同意します。 

私が、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含む）に該当しないことを宣言

します。 

借受人                         ＜記載日：    年    月    日 ＞ 

住所                                  

 

氏名                                    

                       （      年     月     日生）           
 

連帯保証人                      ＜記載日：     年    月    日 ＞ 

住所                                   

      

氏名                                      

（       年     月     日生）



第２８号様式（第７関係） 

 

連帯保証人引受承諾書 
 

   年     月     日 

社会福祉法人三重県社会福祉協議会長 様 

 

連帯保証人（法人） 

         所 在 地 〒                              

法 人 名                            

代表者名                            

連 絡 先 TEL           FAX           

 当法人は、下記の介護福祉士修学資金借入申込者の連帯保証人になることを承諾し、借入金

の返済が求められた場合は、その債務の支払いを保証することを確約します。 

 

記 

借受人氏名                                 

  生年月日       年      月       日 

  住  所 三重県                            

  貸 付 額 金                         円也 

内 

 

訳 

月額       円×  ケ月（  年  月～平成  年  月） 

入学準備金                     円 

就職準備金                     円 

国家試験対策費                  円 

   

就学予定または、就学中の介護福祉士養成施設名 

                                      

 

 

《添付書類》                              

① 履歴事項全部証明書（発行日より３ヶ月以内のものに限る） 

② 印鑑証明書（発行日より３ヶ月以内のものに限る） 

③ 直近の決算書（原本証明のうえ提出してください。） 

④ 法人として連帯保証することを決定したことの確認できる書類(議事録等) 

  

 

［登記実印］ 



 

（所定様式） 

世帯の所得等に関する調書 

 

  申請者氏名                        学校名                        

 

１ 同一生計世帯の家族構成（一人をAとBの両方に記載しないこと。） 

Ａ 

「Ｂ
」
を
除
く
家
族 

続柄 氏名 年齢 居住状態 所 得 状 況 収入減額 特別事情 備考 

本人 
  

 
※住民票記載

者全員につい

て、市町発行の

直近の所得・課

税証明書を添

付してくださ

い。 

※住民票に記

載はなくても、

同一生計者は

所得課税証明

書を添付してく

ださい。 
（申請時に18歳

未満の者を除く） 

   

父 
  

同居・別居 
   

母 
  

同居・別居 
   

 
  

同居・別居 
   

 
  

同居・別居 
   

 
  

同居・別居 
   

 
  

同居・別居 
   

Ｂ 

本
人
以
外
の
就
学
者 

続柄 氏名 就学区分（いずれかに○を記入） 設置別 居住状態 

  
小・中・高・高専・専修（高等・専門）・大学 公立・私立 自宅・自宅外 

  
小・中・高・高専・専修（高等・専門）・大学 公立・私立 自宅・自宅外 

  
小・中・高・高専・専修（高等・専門）・大学 公立・私立 自宅・自宅外 

  
小・中・高・高専・専修（高等・専門）・大学 公立・私立 自宅・自宅外 

※この調書の書き方については別紙注意を参照してください。 

※「収入減額」、「特別事情」に該当する場合は、その欄に○をし、調書その２に理由を記入 してく

ださい。 

 

２ 特別控除事由の有無（該当する番号に○をして、７番は必ず記入してください。） 

 特 別 控 除 事 由 の 項 目 備 考 （確 認 事 項 等） 

１ 母子・父子世帯 （記入方法 ２(1)） 母子世帯・父子世帯 （いずれかに○） 

２ 就学者のいる世帯 （1のB表に記載、申請者本人は除く。） 

３ 障がいのある人がいる世帯 （記入方法 ２(2)） 障害の等級等： 

４ 長期療養者がいる世帯 （２(3)） 年間所要経費： 円 

５ 
主に家計を支える者が別居している世帯 

（記入方法 ２(4)） 
年間所要経費： 円 

６ 災害・盗難等の被害を受けた世帯 （２(5)） 支出・減収年額： 円 

７ 
申請者の学費（年間授業料のみ、入学金等除く）

 （記入方法 ２(6)） 
年間授業料： 円 



※各項目に該当するかは、別紙「記入方法」を参照して確認してください。 

 

世帯の所得等に関する調書（その２） 
 

 

１ 前年と本年の収入に大きな変動がある等の理由（「収入減額」欄に○を記入） 

所得変動者： 

本年収入見込額： 円（記入方法１(9)、(10)のとおり記入してください。） 

理由： 

 

 

 

 

 

 

 

※２名以上記載の場合は、同様の項目で記入してください。 

※本年の年間収入（見込）金額を証明する書類を添付してください。 

 

 

２ 父母から支援が得られない等の理由（「特別控除事由」欄に○を記入） 

（父母と生計を別にしている特別な理由等を具体的に記入してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※確認のため父母の前年の所得・課税証明書は必ず添付してください。 

※在学中の収入手段（アルバイト、貯金、奨学金等）とその金額を明記してください。



 

世帯の所得等に関する調書の記入方法 

 

１ ｢同一生計世帯の家族構成｣ について 

（１）この調書では、住民票に記載されている全ての方を同一生計者とみなします。同居・別居に関わら

ず住民票に記載される全員の方について、ご記入をお願いします。 

   ※ 所得のない人でも必要経費の対象となりますので必ず記入ください。 

（２）同一生計の家族で就学中の者は、Ｂ欄に記入してください。 

（３）申請者本人についても、Ａ欄に記入してください。 

（４）単身世帯の場合は、同一生計の有無にかかわらず、必ず父・母の欄を記入してください。 

（５）Ａ欄に記入した人すべての『前年の所得証明書（各市町で発行）』を添付してください。 

  ※ ただし申請時に１８歳未満の方については提出の必要はありません。 

（６）単身世帯の所得算定にあたっては、原則、父母の所得を合算します。 

父母から支援が得られない等特別な理由がある場合は、「特別控除事由」欄に○を記入し、｢調書

その２｣ に具体的な事情を記入してください。 

    ※この場合、記載内容を証明できる書類等を添付してください。 

（７）家計の算定にあたっては、原則「前年の所得額」を参考とします。 

前年と本年の収入に大きな変動がある場合は、「収入減額」の欄に○を記入し、「調書その２」に具

体的な事情を記入してください。 

（８）所得に変動がある場合の「本年度収入見込額」の記入にあたっては、給与所得の場合は｢支払金額｣

（控除を受けていない額）を、給与所得以外の場合は収入額から必要経費を差し引いた後の「所

得額」を記入してください。 

※この場合、本年の年間収入（見込）金額を証明する書類（就業先の支払見込み証明書等）を添付して

ください。 

（９）上記の年間収入（見込）金額の証明が得難い場合は、１か月の支払明細書（写）等を添付のうえ、給

与所得の場合は１６か月分、パート勤務又は給与所得以外の場合は１２ヶ月分を算定し、記入して

ください。 

 

２ ｢特別控除事由の有無｣ について 

（１）『母子・父子世帯』とは、次のいずれかに該当するものとします。 

  ア 母又は父と１８歳未満の子の世帯 

  イ 母又は父と１８歳未満の子及び６０歳以上で経済力のない祖父母の世帯 

  ウ 祖父母と１８歳未満の子の世帯 

  エ 配偶者のいない兄姉と１８歳未満の子（及び６０歳以上経済力のない祖父母）の世帯 

※ １８歳以上であっても就学者（本人含む）等経済力のない人は１８歳未満として扱います。 

   ※ ｢経済力のない｣ とは、前年の所得金額が５０万円以下の者をいいます。 

（２）『障害のある人』とは、次のいずれかに該当する人とします。 

ア 身体障害者福祉法第１５条の４項の規定によって交付を受けた身体障害者手帳に身体障がいが

ある人として記載されている人 

イ 戦傷病者特別援護法第４条の規定によって、戦傷病者手帳の交付を受けている人 

   ウ 身体障害者手帳又は戦傷病者手帳の交付を申請中の人 

エ 身体障害者手帳又は戦傷病者手帳を所持しない人でも、「身体障害者福祉法別表」の範囲の、 

身体上の障がいがあることが明らかな人 

   オ 公害疾病の認定を受け、かつ、当該公害による身体上の障がいがある人 



 

  カ 原子爆弾による被爆者で身体の機能に障がいのある人 

  キ 心神喪失の常況にある人又は知的障害者と判定される人 

  ク 常に就床を要し複雑な介護を要する人 

   ※ 備考欄には、障害の区分・等級または、疾病の名称、障がい等の状況等を記入してください。 

 

（３）『長期療養者』とは、申請時現在において６ヶ月以上にわたる期間、療養中の者又は療養が必要と認

められる人とします。 

   ｢年間所要経費｣ の欄には、｢療養のため経常的に特別な支出をしている年間金額｣ を記入し、次

の費用（健康保険等によって医療給付を受ける金額及び損害賠償等によって補填される金額を除

く。）について、申請時までの支出金額を基礎として今後の療養見込 期間を考慮し、年間の療養期

間に見合った支出金額とします。 

  ア 医師又は歯科医師に対して支払う診療代又は治療代 

  イ 病院、診療所へ入院するため支出する費用（入院患者の食費を除く。） 

  ウ あんま師、はり師、きゅう師、柔道整復師等の治療を受けるために支出する費用 

  エ 看護人に対して支払う費用（看護人に対する賄い費を含む。） 

  オ 治療又は療養のために支出する医薬品代 

  カ 病院、診療所へ通院するために支出する交通費（必要不可欠と認められるものに限る。） 

  ※ 証拠書類として『医療機関等の領収書の写し』等を添付してください。 

 

（４）『主に家計を支える者が別居している世帯』の「年間所要経費」には、別居のため特別に支出してい

る住居費、光熱・水道費、家具・家事用品購入費を記載してください。この項目は、父母の単身赴任

等の場合に記入し、別居している家族（学生等）への送金は 対象となりませんので注意してくださ

い。 

 

（５）『災害・盗難等の被害を受けた世帯』とは、申請の前年から申請時までに被害を受けたために支出が

増大したり収入が減少したりして、将来２年以上にわたり著しく困窮状態におかれると認められる

場合に限ります。 

    また「支出・減収年額」には「将来的に支出が増又は収入減となると思われる年間金額」で、次の費用

（保険・損害賠償等によって補填された金額を除く。）により算出するものとします。 

    ア 日常生活を営むために必要な資材に被害を受けた場合は、最低限度の衣料、家具の購入費・修

理費等 

イ 生産手段（田畑、店舗等）に被害を受けた場合は、長期にわたって収入減を予想される年間金額 

  ウ 証拠書類として『被災証明書』又は『盗難届出証明書』を添付してください。 

 

（６）『申請者の学費』については「年間授業料」のみ記載してください。入学金、施設協力金、実習費等は

含みません。 

   なお、授業料の減免を受けている場合は減免額を差し引いた額を記載します。 

 

※ 記入方法や添付書類などでご不明の点があれば、下記へお問い合わせください。 

三重県社会福祉協議会 生活福祉資金センター（TEL.０５９－２２６－１１１８） 

 

 

 



 

 

※級地区分の適用地域については、「生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）」に準ず

る。 

【２級地－１】津市、四日市市 

【２級地－２】松阪市、桑名市 

【３級地－１】伊勢市、鈴鹿市、名張市、尾鷲市、亀山市、鳥羽市、熊野市、志摩市、伊賀市、木曽岬町 

       東員町、菰野町、朝日町、川越町、 

【３級地－２】いなべ市、多気町、明和町、大台町、玉城町、度会町、南伊勢町、大紀町、紀北町、 

       御浜町、紀宝町 

 

別表２ 年数の考え方（第１４、２１関係） 

5年 在職期間が通算１，８２５日以上であり、かつ、業務に従事した期間が９００日以上 

3年 在職期間が通算１，０９５日以上であり、かつ、業務に従事した期間が５４０日以上 

2年 在職期間が通算７３０日以上であり、かつ、業務に従事した期間が３６０日以上 

※有給休暇・生理休暇・産前産後休暇については在職期間に算定し、業務に従事した期間には算定しないもの

とする。それ以外の休暇・休業等については、在職期間・業務に従事した期間のいずれにも算定しないもの

とする。 

以上

別表１ 生活費加算の基準額（第３関係） 単位（円） 

 級地区分 

年齢 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 

19歳以下 38,290 36,400 34,510 32,610 

20～40歳 36,650 34,830 33,020 31,210 

41～59歳 34,740 33,030 31,310 29,590 

60～69歳 32,850 31,230 29,600 27,980 

70歳以上 29,430 28,300 26,520 25,510 



 

別紙 

介護福祉士修学資金 留学生向け提出書類一覧 

 
留学生の方は、貸付申請時に提出する書類を以下のように読み替えて提出してください。 

提出書類 留学生が提出する書類 

１．推薦書（第４号様式－①） １．左記と同じもの 

２．誓約書（第５号様式） ２．左記と同じもの 

３．国家試験受験誓約書（第６号様式） ３．左記と同じもの 

４．個人情報の取扱いに関する同意書（第７号様式） ４．左記と同じもの 

５．進学又は在学を証明する書類 ５．左記と同じもの 

６．マイナンバー及び住民票コード以外の全ての項目が記載された 

世帯全員の住民票 
６．在留カードの写し 

７．世帯全員の所得等に関する調書（その１）、（その２） ７．左記は不要 

８．市町長が発行した申請者または 

その生計を支える者の申請前年の所得を証明する書類 
８．経費支弁者の収入証明書 

９．連帯保証人が提出する書類 
９. 連帯保証人引受書（第２８号様式）及びその添付書類 

ただし、個人が連帯保証人となる場合は左記と同じものを提出 

※必要に応じて、この他の書類等の提出を求める場合があります。 

※留学生の方は、生活費加算の申請ができませんのでご承知おきください。 

 


